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⼾籍情報連携システムの利⽤対象事務及び利⽤対象者の拡⼤
に係る提案について（管理番号27・45・46）

＜⼆次ヒアリング資料＞

令和６年９⽉１８⽇
法務省⺠事局

4
2
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点
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ム
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拡
大
（
法
務
省
）



1

⼾籍事務における⼾籍情報連携システムの使⽤について（再掲）

■現⾏の制度

法務⼤⾂の指定する市町村⻑は、法務省の⼾籍情報連携システムと接続した各市区町村のシステム
（⼾籍情報システム）を使⽤して⼾籍事務を取り扱う（⼾籍法第118条第１項）。

■⼾籍情報連携システムの概要

■⼾籍情報連携システムを利⽤した事務の概要

法務省
（⼾籍情報連携システム）

市区町村役場
（⾮本籍地）

申請⼈ ②システム
連携

●広域交付受付時

本籍地

本籍地

○○県A市

○○府Ｂ市

①⼾籍証明書等
を請求

③⼾籍証明書等
の交付

市区町村役場
（⾮本籍地）届出⼈

①届出

●⼾籍の届出時（婚姻届等）

市区町村
職員

②確認

法務省
（⼾籍情報連携システム）

 ⼾籍法の⼀部を改正する法律（令和元年法律第17号）による⼾籍法改正により、法務⼤⾂が⼾籍
⼜は除かれた⼾籍の副本に記録されている情報を利⽤することできるようになったことに伴い、
法務省において整備・構築（⼾籍法第121条の３）

 改正⼾籍法の施⾏と同⽇の令和６年３⽉１⽇から運⽤開始
 市区町村においては、本籍地以外の市区町村に対する⼾籍証明書の請求（広域交付）の処理、⼾

籍の届書の審査における本籍地以外の情報の参照等に利⽤

広範な情報を参照できるようになるため、不正利⽤への罰則を規定（⼾籍法第133条）

※ ⼾籍証明書の添付を省略

4
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「地域の⾃主性及び⾃⽴性を⾼めるための改⾰の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」
（令和５年法律第58号）による⼾籍法の改正に伴い追加

＜同⼀市区町村で完結する場合（庁内公⽤請求）のみとした理由＞
⼾籍証明書の交付可否を厳格に判断する必要があること、市区町村での対応の負担を考慮したもの。

公⽤請求・広域交付の制度

■広域交付の請求権者

本籍地以外の市区町村に対する⼾籍証明書の請求（広域交付）ができる者の範囲は以下のとおり
となる（⼾籍法第120条の２第１項）。
① ⼾籍法第10条第１項に規定された者（⼾籍に記載されている者⼜はその配偶者，直系尊属
若しくは直系卑属のいわゆる「本⼈等」）

② 市町村の機関（同⼀市町村に請求する場合のみ）

2

■⼾籍証明書等の公⽤請求

国⼜は地⽅公共団体の機関は、法令の定める事務を遂⾏するために必要がある場合には、請求の権
限、対象事務の種類及び⼾籍の記載事項の利⽤の⽬的を明らかにした上で、⼾籍証明書等の請求をす
ることができる（⼾籍法第１０条の２第２項）。

⾏政機関等 市区町村

請求

交付

＜郵送・窓⼝＞

請求を受けた市区町村の⼾籍担当部署にお
いて、請求の任に当たる職員の権限・根拠
法令・利⽤⽬的等を審査した上で交付

4
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提案に対する⼀次回答（管理番号 27）

【提案事項名】⼾籍情報連携システムの利⽤対象の拡⼤

「⼾籍情報連携システム」の利⽤可能対象範囲を都道府県にも拡⼤すること

⼾籍事務を取り扱うことがない都道府県において⼾籍情報連携システムを利⽤して⼾籍情報を閲
覧することについては、⼾籍法の趣旨及び扱う情報の機微度からすると困難であり、慎重な検討が
求められるものとなる。

3

■提案内容

■⼀次回答（抄）

• 地⽅税法第20条の11により、納税義務者の相続⼈特定のために⼾籍謄本を請求することが可能で
あることから、⼾籍情報連携システムを利⽤して⼾籍情報を閲覧することについても、地⽅税法
上許容される。

• 住⺠基本台帳上の情報については、総務省令で定める事務について住⺠基本台帳ネットワーク検
索による情報取得が可能であることを踏まえると、⼾籍事務を取り扱わない団体であることを理
由に⼾籍情報連携システムを利⽤できないこととする必要性は低い。⼀定のセキュリティを担保
した上で、都道府県が利⽤することについて再検討すべき。

• 東京都と市町村は同⼀税⽬の賦課徴収業務を⾏っているにも関わらず、市町村のみ広域交付によ
る公⽤請求が可能となっている。郵送による公⽤請求では相続⼈の特定までに多くの時間と費⽤
が必要であり、請求元及び請求先市町村の事務負担が⼤きい。

• ⼾籍情報連携システムの利⽤は困難であるとしても、⼾籍証明書等の公⽤請求における負担軽減
措置を検討いただきたい。

■ ⼀次回答を踏まえた提案団体からの⾒解（概要）

4
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4

• 都道府県及び市区町村の負担軽減を図る観点から、すでに構築されている同システムを利⽤でき
るよう検討すべき。

• ⼾籍情報を利⽤する⾏政事務を⼀体的に捉え、同システムを利⽤できるよう検討すべき。このほ
か、地⽅⾃治体が抱える課題を解決するため、さまざまな⽅法を検討していただきたい。

• 厳密な情報管理の⽅策を検討するなど、柔軟な視点を持って検討していただきたい。

■ 提案募集検討専⾨部会からの主な再検討の視点（概要）

• 都道府県の地⽅税の賦課徴収事務における負担軽減と、広域交付を⾏う市区町村担当者の負担を
考慮しながら、都道府県が広域交付の仕組みを利⽤することができるような⽅策の検討を進める。

• なお、⼾籍は、国⺠の親族的⾝分関係を登録・公証するものであり機微性の⾼い情報を含むこと
から、公⽤請求は法令の定める事務を遂⾏するために必要がある場合に限り認めることとしてい
る（⼾籍法第１０条の２第２項）。そのため、⼾籍事務を担当する職員が公⽤請求の権限や必要
性、相当性について審査した上で交付を⾏う仕組みは維持することが必要である。

■ ⼆次回答（概要）

【効果】

集約されることによる請求事務の負担減

■ 検討内容イメージ

A県○○事務担当部局

A県A市○○事務担当部局 A県A市⼾籍事務担当部局

⼾籍情報連携システム

請求

交付

審査

照会
⼾籍特定

市区町村の実情・意⾒を踏
まえて措置の内容を検討

ただし、広域交付の公⽤請求主体の増に伴う、
⼾籍担当窓⼝の負担増及び利⽤状況を踏まえた
費⽤負担策の検討が必要

※

提案に対する⼆次回答（管理番号 27）
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提案に対する⼀次回答（管理番号 45）

【提案事項名】住⺠票への旧⽒の記載申請等⼿続きのオンライン完結を可能とすること

住⺠票に旧⽒記載を求める際に、住⺠基本台帳法施⾏令第30条の14第１項、第３項にある、
⼾籍謄本等その他総務省令で定める書類の添付を求めている規定を廃⽌すること、または、⾃市
区町村内の⼾籍情報連携システムから公⽤請求に基づく広域交付により⼾籍謄本を発⾏すること
で添付省略を可能とすることを求める。

提案の「または」以下の措置については、市区町村の機関がする公⽤請求が同⼀市区町村内で
完結する場合は広域交付の対象とされており（⼾籍法第120条の２第２項）、実現しているとこ
ろである。

5

• 公⽤請求に係る⾃治体での審査作業や決裁を効率化するため、⼾籍情報連携システムを参照する
ことにより⼾籍謄本等の添付省略を可能とする措置を検討いただきたい。

• 住⺠票への旧⽒の記載申請等⼿続における公⽤請求の根拠法令に疑問があり、公⽤請求を利⽤で
きていない。公⽤請求する際の根拠法令として住⺠基本台帳法第３条に基づくものであることを
明確化し、⾃治体に周知していただきたい。

• 住⺠票への旧⽒の記載等の⼿続のオンライン化について、具体的な措置やスケジュールを⽰すと
ともに、⼾籍電⼦証明書の活⽤やマイナポータルでの申請を含めた具体的な案の検討を進めてい
ただきたい。

■ ⼀次回答を踏まえた提案団体からの⾒解（概要）

※ 法務省に関係する意⾒は⿊字部分

■提案内容

■⼀次回答（抄）

4
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提案に対する⼆次回答（管理番号 45）

6

※ 管理番号２７と同じ

■ 提案募集検討専⾨部会からの主な再検討の視点（概要）

• 公⽤請求⾃体の事務処理の効率化について検討する必要があると考えることから、関係省庁とも
簡易的な請求⽅法を調整することとしたい。

• なお、⼾籍は、国⺠の親族的⾝分関係を登録・公証するものであり機微性の⾼い情報を含むこと
から、公⽤請求は法令の定める事務を遂⾏するために必要がある場合に限り認めることとしてい
る（⼾籍法第１０条の２第２項）。そのため、⼾籍事務を担当する職員が公⽤請求の権限や必要
性、相当性について審査した上で交付を⾏う仕組みは維持することが必要である。

■ ⼆次回答（概要）

■ 検討内容イメージ

A県A市

⼾籍事務担当部局

⼾籍情報連携システム

請求

交付
審査

照会

内容確認
査

＜概要＞
住⺠基本台帳事務の処理に必要となる⼾籍情報を庁内公⽤請求により確認する場合の⼿続の簡略

化を図る。

住基事務担当部局

簡略化

請求

交付

簡略化

4
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提案に対する⼀次回答（管理番号 46）

【提案事項名】住⺠基本台帳法に基づく事務において⼾籍情報連携システムの利⽤を可能とすること

住⺠基本台帳法に基づく事務において⼾籍情報連携システムを参照、利⽤することが認められ
るよう、⼾籍法施⾏規則第75条の３、 令和６年２⽉26⽇付法務省⺠⼀第500号通達、同⽇付法
務省⺠⼀第501号依命通知のうち必要な箇所の改正を求める。

⼾籍情報連携システムによる⼾籍情報の参照については、⼾籍法に定められた届出の際の⼾籍謄
本等の添付を不要とするものであり、住⺠基本台帳法に基づく事務において利⽤することは認めら
れていない。⼀⽅で、市区町村の機関がする公⽤請求が同⼀市区町村内で完結する場合は広域交付
の対象とされていることから（⼾籍法第120条の２第２項）、⼾籍謄本の持参や本籍地への電話照
会によらずしても事務処理上必要な事項の確認は可能となっている。

7

■提案内容

■⼀次回答

以下の理由により、住⺠基本台帳事務において⼾籍情報連携システムを利⽤することを可能とする
ことについて改めて検討を求める。
① 住⺠基本台帳事務は⼾籍事務と密接に関係しており、⼾籍情報連携システムを利⽤できない合理

的な理由はない。
② 公⽤請求で確認する内容と⼾籍情報連携システムで確認する内容に差異がない。
③ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」による⾏政⼿続の効率化の⽅針に反する。
④ 住⺠基本台帳ネットワークシステムの本⼈確認情報と同様に事務を限定した上で利⽤を認めるこ

とは可能であると考えられる。
⑤ 「情報通信技術を活⽤した⾏政の推進等に関する法律」に基づき、国⺠の利便性の向上及び⾏政

運営の改善に資するものとして検討すべき。

■ ⼀次回答を踏まえた提案団体からの⾒解（概要）

4
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提案に対する⼆次回答（管理番号 4６）

8

※ 管理番号２７と同じ

■ 提案募集検討専⾨部会からの主な再検討の視点（概要）

■ ⼆次回答（概要）

※ 管理番号４５と同じ

5
0



提案内容

制度の現状
令和元年法律第17号による改正後の⼾籍法第120条の2第1項（⼾籍謄本等の広域交付を規定）においては、本籍地の市区町村以外の市区

町村に対して⼾籍謄本等の請求ができる者について、⼾籍法第10条第1項に規定された者、すなわち、⼾籍に記載されている者⼜はその配偶
者、直系尊属若しくは直系卑属のいわゆる「本⼈等」に限定している。

対応⽅針

市区町村が法令の定める事務を遂⾏するための情報提供の求め等に係る規定に基づいて⾏う⼾籍謄本等の請求及び交付については、⼾籍
情報連携システムの運⽤開始後、⼾籍謄本等に記載されている者の本籍地にかかわらず、当該事務を⾏う同⼀市区町村内で完結できること
とする。
→ ⼾籍法を⼀部改正し、⼾籍謄本等の広域交付について、市区町村による公⽤請求（同⼀市区町村の⻑に対するもの）を可能とする。

市町村の空家対策所管部局が管理不全空家の所有者を円滑に特定できるよう、空家等対策の推進に関する特別措置法第12条及び第14条等
に基づく措置等を⾏うに当たり、公⽤請求においても、本籍地以外での⼾籍謄本等の広域交付を可能とする。

A市（空家担当部署） B市（⼾籍担当部署） A市（空家担当部署） A市（⼾籍担当部署）

B市
（⼾籍情報システム）

法務省
（⼾籍情報連携
システム）

①公⽤請求（郵送等）
①公⽤請求

②B市の
⼾籍情報を参照

②B市の
⼾籍情報を参照

③情報提供③情報提供

本籍地B市の⼾籍
情報が必要

本籍地B市の⼾
籍情報が必要

現状 対応後

＜参考＞過去の類似提案に対する対応状況（再掲）

令和３年度の提案「管理不全空家の所有者特定のための⼾籍謄本等の広域交付
の利⽤範囲拡⼤」（管理番号R3-141）に関して以下の対応を実施した。

9
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令和６年９月
総務省自治行政局住民制度課

住民票への旧氏の記載申請等手続きの
オンライン完結を可能とすること

（管理番号45）

5
2
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住⺠基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）の概要第二次回答について

旧⽒の記載等の⼿続については、オンライン申請が可能となるよう住⺠基本台帳法施⾏
令（昭和四⼗⼆年政令第⼆百九⼗⼆号）及び住⺠基本台帳法施⾏規則（平成⼗
⼀年⾃治省令第三⼗五号）における必要な措置を可能な限り早期に⾏う。併せて、マイ
ナポータルの活⽤についてデジタル庁と協議し、その結果を踏まえ、各市区町村において活
⽤可能なオンライン申請の⼿法を周知する。

回答

１
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⼿続の検索･電⼦申請

• 引越し
• パスポート
• 国⺠年⾦
• 公⾦受取⼝座
• マイナ保険証
のほか⾃治体等へ様々な
申請もできます

⾃⼰情報閲覧
• 健康保険証情報
• 税情報（所得等）
• 薬剤情報
• 予防接種の履歴
などが確認できます

お知らせ
⾏政機関等から児童⼿当現
況届や確定申告などのあな
たに合ったお知らせが届き
ます

やりとり履歴の確認
あなたの情報が⾏政機関で
どのようにやりとりされた
かチェックできます

シングル・サイン・オン
（外部サイト連携）
・e -Tax
・ねんきんネット
などにつながります

マイナポータルは、「マイナンバーカードをキーとした、わたしの暮らしと⾏政との⼊⼝」として、オンライン申請や、⾏政機
関等が保有する⾃分の情報の閲覧・取得、お知らせの通知などのサービスを提供しています。

マイナポータルとは

（参考）

２
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ママイナポータルでは、行政手続のオンライン申請ができます。

介護関係⼿続
・要介護・要⽀援認定の申請
・介護保険負担割合証の再交付申請
・被保険者証の再交付申請

被災者⽀援関係
・罹災証明書の発⾏申請 etc...

その他、地域のマラソン⼤会など、様々な⾏政⼿続
を⾃治体が登録し、申請を受け付けることが可能。

マイナポータルで申請できる⼿続の例
引越し
パスポート
国⺠年⾦
確定申告
⼦育て関係⼿続
・出⽣の届出
・児童⼿当等の額の改定の請求及び届出
・児童扶養⼿当の現況届の事前送信
・⽒名変更／住所変更等の届出
・受給事由消滅の届出
・未⽀払の児童⼿当等の請求
・児童⼿当等に係る寄附の申出
・受給事由消滅の届出

マイナポータルで申請できる⼿続

（参考）

３

5
5



（再掲）氏に変更があつた者の旧氏の住民票への記載

旧氏記載の請求、旧氏確認の方法

○ 旧⽒（⼀⼈⼀つ）の記載を希望する者は、住所地市区町村に請求する。
○ 請求者は、記載を求める旧⽒がその者の旧⽒であることを証明するため、当該旧⽒が記載された⼾籍
謄抄本等を持参しなければならない。
住民基本台帳法施行令（昭和四十二年政令第二百九十二号）（抄）

（氏に変更があつた者の旧氏の住民票への記載等）
第三十条の十四 氏に変更があつた者（住民票に旧氏の記載がされている者（以下この条において「旧氏記載者」という。）を除く
。）は、住民票に旧氏の記載を求めようとするときは、住民票に記載を求める旧氏その他総務省令で定める事項を記載した請求
書に当該旧氏がその者の旧氏であることを証する戸籍謄本等（戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号）第十条第一項に
規定する戸籍謄本等をいう。第三項において同じ。）その他総務省令で定める書面を添付して、その者が記録されている住民基
本台帳を備える市町村の市町村長（同項及び第四項において「住所地市町村長」という。）に提出しなければならない。この場合
において、その者に係る住民票に旧氏の記載がされたことがあるときは、その者に係る住民票に記載がされていた旧氏が最後
に削除された日以後に称していた旧氏に限り、住民票に旧氏の記載を求めることができる。

２ （略）
３ 旧氏記載者は、氏に変更があつた場合には、当該旧氏記載者に係る住民票に記載がされている旧氏を当該変更の直前に称
していた旧氏に変更することを求めることができる。この場合においては、当該旧氏その他総務省令で定める事項を記載した請
求書に氏に変更があつたこと及び当該旧氏を当該変更の直前に称していたことを証する戸籍謄本等その他総務省令で定める
書面を添付して、住所地市町村長に提出しなければならない。

４～７ （略）

４

旧氏とは

○ その者が過去に称していた⽒であって、その者に係る⼾籍⼜は除かれた⼾籍に記載⼜は記録がされてい
るもの
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